
亀山市告示第１９０号 

亀山市民間保育所等低年齢児保育充実事業費補助金交付要綱の一部を改正する告示を

次のように定める。 

令和４年９月１４日 

亀山市長 櫻 井 義 之 

 

亀山市民間保育所等低年齢児保育充実事業費補助金交付要綱の一部を改正する告

示 

 

亀山市民間保育所等低年齢児保育充実事業費補助金交付要綱（平成１７年亀山市告示

第２２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分を同表の改正後欄に掲げる規定の

下線を付した部分に改める。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 この告示において「低年齢児」

とは、次に掲げる者をいう。 

（定義） 

第２条 この告示において「低年齢児」

とは、次に掲げる者をいう。 

［（１）及び（２） 略］ ［（１）及び（２） 略］ 

（３）２歳児（年度の初日の前日におい

て満２歳の者） 

［号を加える。］ 

［２及び３ 略］ ［２及び３ 略］ 

（補助金の交付対象者） 

第４条 この補助金の交付対象者は、次

の要件を満たす民間保育所等とする。 

（補助金の交付対象者） 

第４条 この補助金の交付対象者は、次

の要件を満たす民間保育所等とする。 

（１）次に掲げるア又はイに該当するこ

と。 

（１）前年度の１０月１日又は当該年度 

の４月１日に、入所児童における０、

１歳児の割合が、当該民間保育所等

の利用定員（幼保連携型認定こども

園にあっては、子ども・子育て支援



法（平成２４年法律第６５号）第１９

条第１項第２号又は第３号の支給要

件を満たす児童（以下この号におい

て「対象児童」という。）の利用定

員に限る。）又は入所児童（幼保連

携型認定こども園にあっては、対象

児童に限る。）の数のいずれか多い

方の１割以上であること。 

ア 前年度の１０月１日又は当該年

度の４月１日に、入所児童におけ

る０歳児及び１歳児の合計の数の

割合が、当該民間保育所等の利用

定員（幼保連携型認定こども園に

あっては、子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第１９

条第１項第２号又は第３号の支給

要件を満たす児童（以下この号に

おいて「対象児童」という。）の

利用定員に限る。）又は入所児童

（幼保連携型認定こども園にあっ

ては、対象児童に限る。）の数の

いずれか多い方の１０％以上であ

ること。 

［アを加える。］ 

イ 前年度の１０月１日又は当該年

度の４月１日に、入所児童におけ

る０歳児、１歳児及び２歳児の合

計の数の割合が、当該民間保育所

等の利用定員（幼保連携型認定こ

ども園にあっては、対象児童の利

［イを加える。］ 



用定員に限る。）又は入所児童（ 

幼保連携型認定こども園にあって

は、対象児童に限る。）の数のい

ずれか多い方の２５％以上である

こと。 

［（２）及び（３） 略］ ［（２）及び（３） 略］ 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

 様式第１号を次のように改める。 

 



様式第1号(第6条関係) 

 

 民間保育所等の状況 

施設名 

4月1日現在の利用定員及び入所児童の数 

現員

保育

士数 

最低

基準

保育

士数 

 

 

 

 

B 

加配

保育

士数 

 

 

 

 

C 

特別保育

実施状況 

備考 

（3歳

児配置

改善加

算等） 

前年度10月1日現在の利用定員及び 

入所児童の数（幼保連携型認定こども園は 

2号･3号認定児童の数） 

認定

区分 

利用

定員 

入所児童数 
0,1歳児

の占め

る割合

（利用

定員又

は入所

児童の

数のい

ずれか

多い方） 

0,1,2歳

児の占め

る割合

（利用定

員又は入

所児童の

数のいず

れか多い

方） 

(常勤

以外

の常

勤換

算分

含む) 

 

 

 

A 

実施 

事業名 

 

（実施予

定時期） 

利用 

定員 

入所児童数 0,1歳児の

占める割

合（利用定

員又は入

所児童の

数のいず

れか多い

方） 

0,1,2歳児

の占める

割合（利用

定員又は

入所児童

の数のい

ずれか多

い方） 

0歳 1歳 2歳 3歳 
4歳・ 

5歳 
合計 0歳 1歳 2歳 

全入所

児童数 

 
2・3

号 
人 人 人 人 人 人 人 ％ ％         

 

  

 

 

1号 

人    人 人 人  

 

人 人 人   人 人 人 人 人 ％ ％ 

注1) 前年度10月1日現在の利用定員及び入所児童の数欄以外は、当該年度4月1日現在で記入する。 

注2) 現員保育士数欄には、常勤保育士の数と、常勤保育士以外の保育士で保育士定数に充てることができる保育士の数の合計数を記入する。 

注3) 最低基準保育士数＝0歳児数×(1／3)＋1，2歳児数×(1／6)＋3歳児数×(1／20)＋4歳以上児数×(1／30) 

   (年齢区分別にそれぞれ小数第2位以下を切り捨て、合算した値の小数第1位を四捨五入する。) 

    3歳児配置改善加算を認定された施設は、3歳児の配置基準を20人ではなく15人として計算し、その旨を備考欄に記入する。 

    定員90名以下の施設については1人を加配する。 

    保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設については1人を加配する。 

注4) 加配保育士数欄には、様式第2号「低年齢児保育等の加配保育士の状況」の加配保育士常勤換算数のうち1か月（4月分）の数を記入すること。 

注5) B＋C≦A 

注6) 特別保育実施状況欄には、実施事業名を記入し、これから実施予定の場合は実施予定時期も記入すること。また、様式第2号「低年齢児保育等の加配保育士の状況」に、実施(予定)事業

名及び事業実施のために配置している保育士数を記入する。 

注7) 上記注6において「実施予定」に該当する場合は、計画内容がわかるものの写しを添付してください。 



附 則 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の亀山市民間保育所等低年齢児保育充実事

業費補助金交付要綱の規定は、令和４年度分の補助金の交付から適用する。 


